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【学生企画】「コロナ禍とMILID（メディア情報リテラシーと異文化間対話）」
　学生企画では法政大学、武蔵大学、同志社大学、新潟大学の 4大学が参加しコロナ禍にお
けるそれぞれのゼミや講義での取り組みの紹介を通して「今、大学生は何ができるのか」をテ
ーマに議論を行った。

・主催　キャリアデザイン学部坂本ゼミ 3年
・協力　報道自由デーフォーラム実行委員会
・参加大学法政大学、武蔵大学、同志社大学、新潟大学

【学生企画参考資料】
ユネスコ：メディア情報リテラシーと異文化間対話大学ネットワーク声明
COVID-19に関する批判的かつ建設的な対話のためのメディア情報リテラシー
　ソーシャル・ディスタンスや制限された社会相互作用が生じている現代において、批判的
な情報の検証やメディアおよびネット環境における批判的な社会的言論の表明、そして目的
志向の技術を基盤とした対話と文化的多様性は、メディア情報リテラシーによって支えられ
なければなりません。これがユネスコ -国連文明の同盟によるメディア情報リテラシーと異
文化間対話 (MILID)プログラムの「存在意義」です。この未曾有の時代に、MILID大学ネ
ットワークは、コロナ危機への対応として、これまでの研究と対話の経験を共有し、メディ
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ア情報リテラシーを通じて破壊的な言説から事実に基づく情報を見分けることで、人類の連
帯と文化の多様性を促進するという大義のもとに人々を結びつけていきたいと考えていま
す。若者を含む一般の人々にとってのメディア情報リテラシーの価値と重要性を否定するこ
とはできません。メディア情報リテラシーの必要性は、21世紀に入り、ソーシャル・メデ
ィアの台頭によってより顕著なものになりました。
　現在の COVID-19パンデミックとともに、世界はもう一つの危険なパンデミックを目に
しています。つまり、偽情報と誤情報のパンデミックです。COVID-19パンデミックは残
念ながらすでに脆弱な世界的連帯感を侵食しており、文化の多様性への進歩を妨げる可能性
があります。MILID大学ネットワークは、市民が研究を行い、建設的な対話と行動に従事
する方法を見つけるためのエンパワーメントツールとしてメディア情報リテラシー を強化
することを約束します。そして、市民は人間の連帯を促進し、誤報や有害なコンテンツから
の自己防衛に貢献することができるのです。
　MILID大学ネットワークは、2011年にモロッコのフェズでユネスコ、UNAOC（国連
文明の同盟）、8つの創立大学、すなわちオーストラリア、ブラジル、中国、エジプト、ジ
ャマイカ、モロッコ、スペイン、アメリカにある 8つの大学によって立ち上げられました。
その後、MILIDネットワークは世界各地のアソシエイトメンバーを含む 40の大学に成長
しました。このネットワークの主な目的は、異文化間の対話と多様性を育みながら、メディ
ア情報リテラシーを中心とした文化的・科学的な協働のプラットフォームを構築することな
のです。

⑵　第1回日韓メディア情報リテラシー交流フォーラム
東アジアにおけるメディア情報リテラシー：対話と協働を始めよう

主催  法政大学図書館司書課程
共催  FCTメディア・リテラシー研究所
  AMILEC

協力  基礎教育保障学会
  日本 NIE学会
  インターネット・メディア協会
日時  11月 28日
開催方法 Zoomによるオンライン開催
　ユネスコの協力のもと、日韓のメディア情報リテラシー (MIL)団体がお互いの活動の交流
と協働をめざして、毎年フォーラムを開催することになった。現在、韓国ではメディア教育活
性化法の制定に向けた動きが加速しており、第一回交流フォーラムは、韓国視聴者メディア財
団のシン・テソプ理事長を招いて、韓国のメディア情報リテラシー運動の現状をテーマとした
講演ビデオを上映した。その後、日本側の各団体の紹介とディスカッションを行った。また、
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今回のフォーラム開催に際して、ユネスコのアルトン・グリズィールMILプログラム担当官
よりビデオ・メッセージを上映した。
　なお、シン・テソプ理事長の講演は、韓国語原文と日本語翻訳、そしてアルトン・グリズィ
ール氏の挨拶の日本語翻訳を本号に掲載している。

総合司会     村上郷子（法政大学図書館司書課程）
通訳      呉世蓮（早稲田大学）
内容
【主催者挨拶】 坂本旬（法政大学）
【ユネスコ挨拶】（ビデオ・日韓字幕付）  アルトン・グリズィール（ユネスコ）
【講演】
「韓国におけるメディア情報リテラシーの現状と諸問題」
      シン・テソプ理事長（韓国視聴者メディア財団）
【日本の各団体活動紹介】
・基礎教育保障学会    上杉孝實（基礎教育保障学元会長）
・日本 NIE学会    土屋武志（愛知教育大）
・インターネットメディア協会  下村健一（白鴎大学）
・アジア太平洋メディア情報リテラシー教育センター 村上郷子（法政大学）
・FCTメディア・リテラシー研究所 西村寿子（FCT理事長）

⑶　ジェイアーン研究ワークショップ
デジタル・シティズンシップ：メディア・リテラシーとの関係から学ぶ

日時  12月 13日　15:00～ 17:00  Zoomによるオンライン形式
主催  NPO法人 ジェイアーン
共催  日本教育工学会 SIG-08（メディア・リテラシー、メディア教育）
  アジア太平洋メディア情報リテラシー教育センター (AMILEC)

開催方法 Zoomによるオンライン開催
【開催趣旨】
　世界的なソーシャル・メディアの普及・進化に伴い、デジタル時代のシティズンシップ教
育、つまり「デジタル・シティズンシップ教育」という 21世紀の新しい教育が、アイアーン
やユネスコをはじめとする国際機関や欧米を中心に世界各国で広まっています。2020年 1月
世界経済フォーラムで、第 4次産業革命に対応した未来の教育モデルの一つとしてアイアー
ンが提示されました。その背景にあるのは、この「デジタル・シティズンシップ」の概念が実
践にとりいれられているからです。
　日本ではコロナ禍、緊急事態宣言と全面休校を経験し、GIGAスクール構想の前倒しによる
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2020年度内の児童生徒 1人 1台端末とリモート学習環境整備が決まり、学校教育の情報化が
一気に進むとの期待が高まっています。この文部科学省が推進する GIGAスクール構想を実
現する上で、デジタル時代を生きる子どもたちが、そのリスクを理解し、安心・安全に利用し
ながら可能性を広げられるように「デジタル・シティズンシップ教育」の推進はとても重要で
す。
　教育の情報化による「コンピュータ 1人 1台時代の善き使い手をめざす学び」を目標とす
る「デジタル・シティズンシップ教育」は、現在の「情報モラル教育」が個々の安全な利用を
学ぶものであるのに対し、ICT活用とメディア・リテラシー教育の導入を前提とし、「世界標
準」の協働型学習によって対話をしながらデジタル技術・思考を身につけ、グローバルな視点
から新たな情報社会を生きる市民のあり方を目指すものです。
　JEARNと日本教育工学会 SIG-08、AMILECとの共催による本ワークショップでは、オン
ラインで「デジタル・シティズンシップ」の概念についてのとらえ方や諸外国での実践の状況
などを学ぶことができます。

【講演 1】デジタル・シティズンシップの基本と実践
　今度珠美 鳥取県教育委員会

　マイク・リブルのデジタル・シティズンシップ・ハンドブック（この要素の 5番目デジ
タル・フルーエンシーに「メディア・リテラシー」と「情報評価能力」が含まれる）と、米
国のデジタル・シティズンシップ教育教材である Common Sense Educationの教材の概要、
そして日本における学習実践の可能性について報告する。

【講演 2】メディア・リテラシーとデジタル・シティズンシップの関係
　坂本旬 法政大学教授

　米国や欧州で進められているデジタル・シティズンシップ教育にはメディア・リテラシー
や情報リテラシー教育が含まれている。そこでそれらは一体どのような関係にあるのか、そ
してどのような教育が求められているのか、欧米と日本の状況を整理して報告する。

【質疑応答】
　コメンテーター :　日本デジタル・シティズンシップ教育研究会創設メンバー
　坂本旬 法政大学
　豊福晋平 国際大学
　芳賀高洋 岐阜聖徳学園大学
　今度珠美 鳥取県教育委員会　 
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『メディア情報リテラシー研究』原稿募集

【提出期限】
　投稿原稿は随時募集する。最新号発刊 1ヶ月前以降に届いた分は、次々号への投稿の扱いとするこ
とがある。なお、本ジャーナルは、原則として 9月（第 1号）と 3月（第 2号）に発行する。

【投稿区分について】
研究論文、研究ノート、報告、評論、資料、書評、その他

【原稿作成】
　原稿作成にあたっては下記の「投稿規定」と「執筆要綱」を参照すること。

【提出先】
　sakamoto.hosei@gmail.com

【掲載先】
　本ジャーナルは、PDF形式にて法政大学図書館司書課程及びAMILECのサイトにオープン・アク
セス・ジャーナルとして公開されるとともに、法政大学機関リポジトリを通して、CiNiiに公開される。

【投稿規定】
　本ジャーナルへの投稿については以下の規定を満たさなければならない。
＜投稿者要件＞ 

　1． メディア情報リテラシー (Media and Information Literacy)研究もしくは実践に携わるもの。
＜原稿要件＞
　2．投稿原稿は、メディア情報リテラシー研究や実践に貢献するものであり、他の刊行物に未発表
の原稿であるとともに、法政大学機関リポジトリに登録することを承認するものとする。
＜投稿区分＞
　3．投稿の区分は、学術論文（研究論文、研究ノート）、報告、資料、書評、その他とし、投稿時
に明記すること。

(1)　研究論文は、理論的または実証的な独創性のある研究、および独創的または有効性のある
教育実践研究、教材・教具・教育システム等の開発研究とし、論文として完結した体裁を整え
ていること。

(2)　研究ノートは、新しい事実の発見、萌芽的研究課題の定義、少数事例の掲示など、将来の
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研究の基礎または中間報告として、優れた研究につながる可能性のある内容が明確に記述され
ているものとする。

(3)　報告は、教育実践、国内外の動向、施策の状況が記述されたもの。
(4)　資料は、メディア情報リテラシーに関する情報提供。
(5)　書評は、メディア情報リテラシーに関する図書の紹介や批評とする。
(6)　その他、発行者は区分を適宜設けることができる。

＜査読＞
4．研究論文は、原則として査読者による査読を経て、発行者が採否を決定する。そのほかの投稿
原稿は発行者が閲読を行い、その採否は発行者が決定する。ただし、依頼原稿については原則
として査読を行わない。

＜文字数＞ 

5．投稿原稿は、原則として学術論文およそ 40,000字以内、報告・資料等 20,000 字以内、書評 

4000字以内とする。
＜執筆上の留意点＞ 

6．原稿執筆については、学問領域ごとの執筆様式に準じる。
7．著者校正は初校のみとし、再校以降は編集者の責任において行う。なお、著者校正の際に、大
幅な修正は認めない。

8．掲載された原稿をインターネット上に公開する権利は法政大学に属する。
9．投稿された原稿は、原則として返却しない。
10．以上の投稿規程について遵守または同意のない原稿については、掲載手続きには入らない。
11．査読を受ける原稿については、公平を期するため、個人を特定できるような表現は避けること。
例えば、拙稿、拙著、その他謝辞等。

12．編集の都合上、発行者および編集者から修正を要望することがある。

【執筆要綱】
　原稿執筆については、以下のとおりとする。

(1)　表題及び本文の使用言語は、原則として日本語とする。
(2)　すべての投稿原稿には、表題、著者名、所属を、加えて学術論文には本文の要約（日本語）
を 400 字以内で本文の前に追加する。

(3)　学術論文には 、上記⑵の他に、英文の「タイトル」「名前・所属」「キーワード（5語以内、アルファ
ベット順）」 「英文要旨（300 語 words 内）」を作成する。（学術論文ではない場合は、英文要
旨は原則として自由）

(4)　原稿はすべて A4 判で横書きとする。また、写真、図表は原稿に挿入するとともに、元デー
タを別添付すること。

(5)　典拠の書き方は筆者の所属する分野に合わせるものとする。
(6)　文字数や余白の設定は以下のように設定をすること。
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●本文の書体　MS明朝　10.5ポイント
論文タイトル○○○（MSゴシック・太字・14ｐ）
名前○○○（所属○○○）（MS明朝・太字・12ｐ）
1．章タイトル○○○（MSゴシック・太字・10.5ｐ）太字：数字は全角）
「章」と「章」、「章」と「節」の間は 1行アケル。
● 1ページの文字設定を「40字× 36行の1段組」（1枚・1,440字）とし、原則として
論文 28ページ（40,320字）以内
報告・評論・資料等 12ページ（20,160字）以内
書評 3ページ（4,320字）以内
とすること。
●Word等で作成すること。
●余白の設定は「上 35mm、下左右 30mm」とすること。
●本文の書体は「MS明朝 10.5ポイント」、「英数字 Time New Roman10.5ポイント」と
すること。
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